
納税義務者
　　　　 人

均等割額
　　　千円

納税義務者
　　　　 人

均等割額
　　　千円

所得割額
　　　千円

納税義務者
　　　　人

納税義務者
　　　　 人

森林環境税額

　　　千円

給与 2,256 6,768 23,339 70,017 2,591,532 25,595 76,785 23,339 2,591,532 25,595 25,595 25,595
営業 238 714 906 2,718 152,883 1,144 3,432 906 152,883 1,144 1,144 1,144
農業 2 6 4 12 973 6 18 4 973 6 6 6

その他 1,315 3,945 2,505 7,515 325,501 3,820 11,460 2,505 325,501 3,820 3,820 3,820
合計 3,811 11,433 26,754 80,262 3,070,889 30,565 91,695 26,754 3,070,889 30,565 30,565 30,565

資料：令和６年度市町村税課税状況等の調
エ　個人市民税所得者区分別所得割額（令和６年度課税分）

　(令和６年７月１日現在、単位：千円、％)
区分 給与 営業 農業 その他所得 分離分 合計

納税義務者数 23,176 899 4 2,348 327 26,754 　※（令和６年度個人市民税・県民税の定額減税）

総所得金額等 79,540,664 4,068,898 23,094 6,925,150 1,710,857 92,268,663 　　　 令和６年度税制改正の大綱において、賃金上昇が物価高に追いついていない

分離課税所得金額 － － － － 2,682,625 2,682,625 　　国民の負担を緩和し、物価上昇を十分に超える持続的な賃上げが行われる経済

所得控除額 29,439,565 1,180,054 6,082 2,484,006 487,998 33,597,705 　　の実現を目指す観点から、令和６年度の個人市民税・県民税に対して定額減税を

課税標準額 50,101,099 2,888,844 17,012 4,441,144 3,905,484 61,353,583 　　実施する。

算出税額 3,005,077 173,292 1,021 266,369 154,361 3,600,120 　　１．対象となる人

調整控除額 41,336 1,688 12 5,313 474 48,823 　　　令和6年度の個人市・県民税に係る合計所得金額が1,805万円以下の人

配当控除額 1,104 21 0 1,608 560 3,293 　　　※均等割のみ課税される場合は対象外。

住宅借入金等
特別税額控除額 61,707 1,898 0 247 325 64,177 　　２．算出方法

寄附金税額控除 136,964 9,877 0 7,930 6,585 161,356 　　　納税者の個人市・県民税の税額控除（寄附金控除、住宅ローン控除等）後の

外国税額控除 0 0 0 0 3 3 　　所得割額から、以下の金額を減税する。

税額調整額 41 0 0 0 0 41 　　　①本人：１万円　②控除対象配偶者又は扶養親族：１人につき１万円

配当割額の控除額 740 35 0 944 2,235 3,954 　　　　（計算例）控除対象配偶者と扶養親族が2人いる場合の定額減税額
株式等譲渡所得
割額の控除額

462 1 0 203 2,775 3,441 　　　　　　1万円（本人）＋1万円（控除対象配偶者）＋2万円（扶養親族2人）＝4万円

定額減税　※ 214,178 8,353 36 18,826 2,750 244,143 　　　※控除対象配偶者及び扶養親族が国外居住者の場合は、対象から除く。

所得割額 2,548,545 151,419 973 231,298 138,654 3,070,889 　　　※減税額が所得割額を超える場合は所得割額が限度となる。

構成比 83.1 4.9 0.0 7.5 4.5 100.0

平均税率 6.0 6.0 6.0 6.0 4.0 6.0

資料：令和６年度市町村税課税状況等の調

ウ　個人市民税所得者区分別納税義務者・均等割額・所得割額（令和６年度課税分）
（令和６年７月１日現在）

区分
均等割のみを納める者 均等割と所得割を納める者 　合計

均等割を納める者
　　　　　　人　　　　　　千円

所得割を納める者
　　　　　　人　　　　　　千円

森林環境税

-  ５  -



オ　法人市民税業種別事業所数・調定額（令和５年度分） 

　　 　　　　　 　　　　 　　　　

調定額 

構成比 構成比 事業所数 事業所数(B)

建設業 263 15.2 51,393 11.3 138 125

製造業 126 7.3 30,487 6.7 80 46

運輸・通信業 63 3.6 17,677 3.9 35 28

卸売業 132 7.7 61,799 13.5 50 82

小売業 292 16.9 162,241 35.5 123 169

飲食業 135 7.8 17,353 3.8 87 48

金融・保険業 34 2.0 5,661 1.2 19 15

不動産業 166 9.6 22,925 5.0 91 75

サービス業 371 21.5 69,044 15.1 194 177

その他 145 8.4 18,135 4.0 86 59

1,727 100.0 456,715 100.0 903 824
合計

64,481 392,234 47.7

11,308 57,736 47.7

4,715 13,420 40.7

2,530 3,131 44.1

4,651 18,274 45.2

11,976 150,265 57.9

5,000 12,353 35.6

1,940 15,737 44.4

3,980 57,819 62.1

8,166 43,227 47.5

10,215 20,272 36.5

（令和６年３月31日現在、単位：千円、％）

区分
事業所数（Ａ） 均等割のみ課税される事業所

法人税割並びに均等割が
課税される事業所

法人税割の課税
される事業所割合

（B）／（Ａ）調定額 調定額

-  ６  -


